
施策名 部局名 作成責任者

施策の概要
政策評価

実施予定時期
令和5年度以降に

実施

達成目標1
目標設定の
考え方・根拠

基準値 目標値
H29年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

48.4% 48.4% 53.5% 60.8% 68.0% 今後調査

年度ごとの
目標値

42.9% 48.4% 53.5% 60.8% 68.0%

第3期教育振興基本計画
93,336,971 70,632,160

令和４年度実施施策に係る事前分析表
（文R4－4－1）

大学などにおける教育研究の質の向上 高等教育局高等教育企画課 山下　恭徳

大学等の教育研究を支える基盤を強化しつつ、特色ある発展に向けた取組などを支援することや、事前・事後の評価の適切な役
割分担と協調を確保すること等により、大学等の国際化や教育研究の質の向上・保証を推進する。

大学の学士課程を中心として、教育内容・方法等の改善・充実が図られる。ま
た、各大学が、単独で又は連携して、その個性・特色を踏まえた人材育成機能を
強化する。

新たな価値を創造しつつ、持続的に発展していくための鍵は人材育
成にあるため、各大学は三つの方針（①卒業認定・学位授与の方
針、②教育課程編成・実施の方針、③入学者受入れの方針）に基づ
き、体系的な教育課程の編成・実施、アクティブ・ラーニング等を
用いた教育方法の改善、インターンシップの推進等の大学教育の質
的転換を進める必要がある。

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・令和２年１月に策定された「教学マネジメント指針」（中央教育
審議会大学分科会）において、個々の授業科目の教育課程上の水準
と学位プログラム全体の体系性を明らかにする観点から求められて
いる取組であり、社会のニーズを踏まえた人材育成を行うために
は、教育課程の体系化・構造化を行うことが必要であるため、ナン
バリングの実施状況を指標として設定する。
・上記指針に基づき各大学の取組を促しているが、実際に大学が取
り組むまでに必要な準備期間等を考慮し、令和６年度までの間は、
当面の対応として、毎年前年度の実績以上となることを目標とし、
令和７年度以後は、具体的な数値目標を設定することとする。

【指標の根拠】
・分母：全国の国公私立大学
・分子：ナンバリングを実施している大学

【出典】大学における教育内容等の改革状況について（令和元年
度）

①ナンバリング
（授業科目に適切
な番号を付し分類
することで学修の
段階や順序等を表
し、教育課程の体
系性を明示する仕
組み）を実施して
いる大学

前年度
実績以上

施策の予算額(当初予算)

（千円）

令和3年度 令和4年度
施策に関係する内閣の
重要施策(主なもの)
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基準値 目標値
H29年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

35.5% 35.5% 37.0% 39.4% 38.1% 今後調査

年度ごとの
目標値

31.0% 35.5% 37.0% 39.4% 38.1%

基準値 目標値
H29年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

52.8% 52.8% 54.2% 60.4% 62.6% 今後調査

年度ごとの
目標値

51.0% 52.8% 54.2% 60.4% 62.6%

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・令和２年１月に策定された「教学マネジメント指針」（中央教育
審議会大学分科会）において、教育課程の編成・実施の改善のた
め、アセスメントテスト等を実施するなど客観的な測定方法を用
い、学生が何を身に付けることができたのかを把握することが求め
られることから、学修成果の把握状況を指標として設定する。
・上記指針に基づき各大学の取組を促しているが、実際に大学が取
り組むまでに必要な準備期間等を考慮し、令和６年度までの間は、
当面の対応として、毎年前年度の実績以上となることを目標とし、
令和７年度以後は、具体的な数値目標を設定することとする。

【指標の根拠】
・分母：全国の国公私立大学
・分子：把握を行っている大学

【出典】大学における教育内容等の改革状況について（令和元年
度）

③課程を通じた学
生の学修成果の把
握を行っている大
学

前年度
実績以上

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・大学においては、アクティブ・ラーニング等を用いることや、よ
り社会に開かれた学内に留まらない教育を実施するなどの教育方
法・内容の改善が求められるため、企業等と連携した授業科目の開
設状況を指標として設定する。
・学外機関との連携の上で能動的学修を行うためには、一定の準備
期間が必要であるため、令和６年度までの間は、当面の対応とし
て、毎年前年度の実績以上となることを目標とし、令和７年度以後
は、具体的な数値目標を設定することとする。

【指標の根拠】
・分母：全国の国公私立大学
・分子：企業等と連携した授業科目を開設する大学

【出典】大学における教育内容等の改革状況について（令和元年
度）

②大学と企業等と
で連携して実施す
る、企業の課題解
決や製品開発等を
題材とした授業科
目の開設（PBL の
実施)

前年度
実績以上
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基準値 目標値
H24年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

69.2％ 72.4%
―

（注１）
71.6%

―
（注１）

調査中
（注２）

年度ごとの
目標値

74.3% ― 72.4% ― 71.6%

基準値 目標値
H29年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

72.8% 72.8% 76.5% 80.2% 76.5% 66.7%

年度ごとの
目標値

― 72.8% 72.8% 72.8% 72.8%

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・インターンシップは、学生に自己の職業適性や将来設計を考える
機会を与え、主体的な職業選択や高い職業意識の育成を図る教育効
果の高い取組であるため。
・基準値及び前年度実績以上を目標値と設定している根拠として
は、質の高い就業体験を伴うインターンシップの推進は、学生がそ
の仕事に就く能力が自らに備わっているかどうか（自らがその仕事
で通用するかどうか）を見極めることに繋がる重要な取組であるた
め、各大学等においてその取組の実施状況を拡大させていくことが
有効であると考えるため。

【指標の根拠】
・分母：全国の国公私立大学及び大学院（回答校数）
　分子：インターシップ実施学校数
（注１）平成28年度以降は業務効率化のため隔年実施。

【出典】文部科学省調べ
（注２）令和3年度実績値については令和5年1月頃判明予定。

④大学・大学院に
おけるインターン
シップの実施率
（特定の資格取得
に関係しないも
の）

基準値及び
前年度
実績以上

実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
大学においては、我が国の医療をリードし、社会や地域における
様々な医療課題に対応できる医療人材の養成が求められるため、
・測定指標は、社会や地域のニーズに対応する医療課題について自
治体・企業等と連携して積極的に取り組む大学の割合とする。
・目標値は、自治体・企業等の寄附を受けて継続的な講座を設置し
ている大学の比率を設定する。なお、基準値は基礎研究医養成活性
化プログラムの開始年度の数値とする。

【指標の根拠】
分母：医師養成を行う大学数（81大学）
分子：社会や地域のニーズに対応するため自治体・企業等と連携し
た寄附講座を設置する大学数

【出典】文部科学省調べ

⑤自治体や企業等
と連携し社会や地
域のニーズに対応
できる医療人材の
養成に取り組む大
学の割合

基準値以上

測定指標

施策⽬標4 -1-3



基準値 目標値
R3年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

78校 ― ― ― ― 78校

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

基準値 目標値
R1年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

93.7% ― ― 93.7% ― 97.6%

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標の設定理由及び目標値の設定根拠】
数理・データサイエンス・ＡＩは、今後のデジタル社会における基
礎知識として、文理を問わず全ての大学・高専生が身につけておく
べき素養である。
その学修環境を整備するため、正規課程で数理・データサイエン
ス・ＡＩ教育プログラム（リテラシーレベル）を展開する学校を、
文部科学省では毎年認定しており、目標値については制度実施初年
度の認定数を基準値として設定し、当該認定校数を測定する。

【出典】文部科学省調べ

⑥数理・データサ
イエンス・AI教育
プログラム（リテ
ラシーレベル）を
実施している大学
等数

基準値以上

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標の設定理由及び目標値の設定根拠】
学生の学びの実態を把握することは、学修者本位の質の高い教育の
実現には不可欠であるため、調査への参加又は調査実施の状況を把
握する本指標は測定指標として妥当である。目標値については、全
ての高等教育機関が学びの実態を把握することが必要であるため、
100％にすべきであり、全国学生調査を本格実施することとしている
令和4年度を目標年とすることが妥当である。なお、【新経済・財政
再生計画 改革工程表2021KPI】においても令和4年度に100%とするこ
とを目標としている。

【出典】文部科学省調べ

⑦全国学生調査に
参加又は大学自ら
で学生調査を実施
している大学の割
合
【新経済財政再生
計画 改革工程表
2021関連：文教・
科学技術分野】
【新経済財政再生
計画 改革工程表
2021のKPI】

100%

施策⽬標4 -1-4



高等教育改革の総合的な推進等
（平成13年度）

①～⑥ 0137 ―

高等教育負担軽減推進委託費
（令和元年度）

― 0138 ―

高等教育負担軽減実施体制整備費補助金
（令和元年度）

― 0139 ―

課題解決型高度医療人材養成プログラム
（平成26年度）

⑤ 0140 ―

大学における医療人養成の在り方に関する
調査研究

（平成27年度）
⑤ 0143 ―

基礎研究医養成活性化プログラム
（平成29年度）

達成手段
（開始年度）

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

備考

大学等施設の整備に係る基準等の策定
（平成16年度）

①～⑥ 0126 ―

医療データ人材育成拠点形成事業
（令和元年度）

⑤ 0135 ―

大学改革研究委託事業
（平成17年度）

①～④ 0141 ―

国立大学法人等施設事務経費
（平成16年度）

①～⑥ 0127 ―

国立大学法人等施設整備（文教施設費）
（平成16年度）

①～⑥ 0128 ―

超スマート社会の実現に向けた
データサイエンティスト育成事業

（平成30年度）
② 0131 ―

持続的な産学共同人材育成システム
構築事業

（令和元年度）
② 0132 ―

⑤ 0148 ―
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新しい時代にふさわしい教育研究の高度化に向け、企業現場で使用される先端設備
等の整備を実施し、多様な学修形態等に対応できる生活・教育環境、「ものづく
り」を先導する人材育成を実現する。

①～④、⑥
独立行政法人国立高等専門学校機構

運営費交付金に必要な経費
（平成16年度）

0157
AI時代を先導する人材育成や“KOSEN”の海外展開を通じて､高等専門学校の機能の
高度化・国際化を推進するとともに､地域に求められる人材育成機関としての機能を
強化する。

独立行政法人国立高等専門学校機構の
教育研究設備の整備

（令和元年度）
①～④、⑥ 0158

 国立大学法人における先端研究の推進
（平成27年度）

― 0162 ―

国立大学法人施設整備
（大型特別機械整備費等（最先端等））

（平成16年度）
― 0163 ―

国立大学・高等専門学校における
練習船の整備
（平成16年度）

― 0159 ―

国立大学法人における設備等の整備
（平成24年度）

①～④ 0161 ―

知識集約型社会を支える人材育成事業
（令和2年度）

①～④ 0145 ―

関係機関の情報セキュリティ人材育成
（大学等に対するサイバーセキュリティ

人材育成研修の実施）
（平成30年度）

― 0164 ―

大学による地方創生人材教育プログラム
構築事業

（令和2年度）
①～④ 0142 ―

大学入学者選抜改革推進委託事業
（平成28年度）

①～⑦ 0144 ―

大学入学者選抜における共通テスト改革
推進事業

（令和2年度）
①～⑦ 0146 ―
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0150 ―

障害のある学生の修学・就職支援促進事業
（令和2年度）

― 0152 ―

大学等における遠隔授業の環境構築の
加速による学修機会の確保

（令和2年度）
①～④ 0133 令和2年度補正予算：コロナ対策関係

保健医療分野におけるAI研究開発加速に
向けた人材養成産学協働プロジェクト

（令和2年度）
⑤ 0136 ―

大学教育のデジタライゼーション・
イニシアティブの実施

（令和3年度）
② 0165 ―

昨年度事前分析表からの変更点 実績値の修正・更新、達成手段の追加

デジタルを活用した大学・高専教育
高度化プラン
（令和2年度）

― 0147 ―

ポストコロナ時代の医療人材養成拠点
形成事業

（令和4年度）
⑤ 新04-0007 ―

地域活性化人材育成事業～SPARC～
（令和4年度）

①～④ 新04-0008 ―

デジタルと掛けるダブルメジャー大学院
教育構築事業
（令和4年度）

⑥ 新04-0006 ―

デジタルと専門分野の掛け合わせによる
産業DXをけん引する高度専門人材育成事業

（令和3年度）
②

ウィズコロナ時代の新たな医療に対応できる
医療人材養成事業
（令和3年度）

⑤ 0151 令和3年度補正予算：コロナ対策関係
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達成目標2
目標設定の
考え方・根拠

基準値 目標値
H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

569人 574人 588人 592人 数値未発表 数値未発表

年度ごとの
目標値

569人 574人 588人 592人 592人

基準値 目標値
H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

118人 119人 120人 120人 数値未発表 数値未発表

年度ごとの
目標値

118人 119人 120人 120人 120人

国公私立大学を通じた競争的環境の下で、明確な人材養成目的に基づき、個々の
専門分野の枠を超えた組織的な指導体制で展開される体系性・一貫性のある教育
に基づいた大学院教育を確立し、修了者が幅広いキャリアパスで活躍する。

世界が優れた知恵で競い合う時代に、専門分化した膨大な知識の全
体をふかんしながらイノベーションにより社会に新たな価値を創造
し、人類社会が直面する課題を解決に導くために、国際社会でリー
ダーシップを発揮する高度な人材が不可欠となっており、そのよう
な人材を戦略的に輩出していくため、体系的な教育を展開する教
育・研究指導体制を備え、質の保証された大学院教育の充実が急務
である。

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・高度な「知のプロフェッショナル」として研究やビジネスを含め
社会全体の未来を牽引する博士人材の輩出に繋がる、優秀な人材の
大学院への進学を促進する必要があり、その達成状況を測定する指
標として設定。目標値は、第３次大学院教育振興施策要綱（平成28
年３月文部科学省）策定以降の指標の推移から目標達成状況を測る
観点から設定。

【出典】文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標
2019～2022」より数値抜粋

①人口100万人当
たりの修士号取得
者数

基準値及び
前年度
実績以上

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・高度な「知のプロフェッショナル」として研究やビジネスを含め
社会全体の未来を牽引する博士人材を育成する必要があり、その達
成状況を測定する指標として設定。目標値は、第３次大学院教育振
興施策要綱（平成28年３月文部科学省）策定以降の指標の推移から
目標達成状況を測る観点から設定。

【出典】文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標
2019～2022」より数値抜粋

②人口100万人当
たりの博士号取得
者数

基準値及び
前年度
実績以上
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基準値 目標値
H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

67.4％ 67.7% 67.7% 69.0% 69.8% 68.4%

年度ごとの
目標値

67.4% 67.7% 67.7% 69.0% 69.8%

基準値 目標値
R2年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

39.1％ ― ― ― 39.1% ―

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・産官学の中核的な人材として活躍する高度な人材の養成を着実に
推進する必要があり、その達成状況を測定する指標として設定。目
標値は、第３次大学院教育振興施策要綱（平成28年３月文部科学
省）策定以降の指標の推移から目標達成状況を測る観点から設定。

【指標の根拠】
・分母：全修了者数
　分子：当該年度の博士課程修了者のうち就職した者の人数

【出典】学校基本調査

③博士課程修了者
の就職率

基準値及び
前年度
実績以上

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・大学院学生に対し、明確な人材養成の目的に基づき、高度な専門
的知識・能力に加え、俯瞰（ふかん）的な物の見方や専門応用能力
等を体系的に身に付けさせるような大学院教育の充実が必要であ
り、その達成状況を測定する指標として設定。目標値は、2040年を
見据えた大学院教育のあるべき姿 （平成31年１月中央教育審議会大
学分科会）取りまとめ以降の指標の推移から目標達成状況を測る観
点から設定。

【出典】令和３年度文部科学省委託調査　大学院における教育改革
の実態把握・分析等に関する調査研究（株式会社リベルタス・コン
サルティング）
（注）R2年度より新たに調査を開始した項目。なお、R3年度は、業
務の効率化の観点から調査しない。

④社会で広く活用
できる汎用的なス
キル（トランス
ファラブルスキ
ル）の教育につい
て、身に付けさせ
るスキルと対応す
るプログラムが体
系的に整理された
上で実施されてい
る割合

前回実績以上

測定指標
実績値

施策⽬標4 -1-9



基準値 目標値
R2年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

32.1％ ― ― ― 32.1% ―

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

基準値 目標値

H29年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

93.5% 93.5% 94.6% 92.7% 93.9% 91.8%

年度ごとの
目標値

― 93.5% 94.6% 93.5％ 93.9%

昨年度事前分析表からの変更点 測定指標の見直し、実績値の更新

達成手段
（開始年度）

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

備考

高等教育改革の総合的な推進等
（平成13年度）（再掲）

①～⑥ 0137 ―

卓越大学院プログラム
（平成30年度）

①～⑥ 0129 ―

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・将来の研究リーダーや国際社会など多様な場で活躍できる研究者
の育成の観点から、例えば、研究企画書の作成等を含めた研究プロ
ジェクトの企画・マネジメント能力などの涵養に努めていくことが
重要であり、その達成状況を測定する指標として設定。目標値は、
第３次大学院教育振興施策要綱（平成28年３月文部科学省）策定以
降の指標の推移から目標達成状況を測る観点から設定。

【出典】民間企業の研究活動に関する調査報告2021（科学技術・学
術政策研究所）

⑥博士課程修了者
を研究開発者採用
した企業の回答の
うち、「期待を上
回った」「ほぼ期
待通り」が占める
割合

基準値及び
前年度
実績以上

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・博士課程修了者の進路の確保とキャリアパスの多様化のために
キャリア構築に係る大学としての組織的支援が重要であり、その達
成状況を測定する指標として設定。目標値は、2040年を見据えた大
学院教育のあるべき姿 （平成31年１月中央教育審議会大学分科会）
取りまとめ以降の指標の推移から目標達成状況を測る観点から設
定。

【出典】令和３年度文部科学省委託調査　大学院における教育改革
の実態把握・分析等に関する調査研究（株式会社リベルタス・コン
サルティング）
（注）R2年度より新たに調査を開始した項目。なお、R3年度は、業
務の効率化の観点から調査しない。

⑤民間企業など教
育研究機関以外へ
のキャリアパス具
体化のために企業
人を招いた講義や
マッチングの場の
提供等を実施して
いる割合

前回実績以上
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達成目標3
目標設定の
考え方・根拠

基準値 目標値
H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

60,810 66,058 70,541 66,450 532 調査中

年度ごとの
目標値

60,810 66,058 70,541 66,450 532

基準値 目標値
H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

239,287 267,042 298,980 312,214 279,597 242,444

年度ごとの
目標値

239,287 267,042 298,980 312,214 279,597

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・大学間の国際交流促進のため、大学等間交流協定に基づき受入れ
る外国人留学生数の増加を目指す。

【出典】平成28～令和3年度外国人留学生在籍状況調査

②外国人留学生数
（人）

前年度以上

大学の国際競争力を強化し、国際的に活躍できる人材を育成する。

グローバル化が加速する中では、日本人としてのアイデンティティ
や日本の文化に対する深い理解を前提として、豊かな語学力・コ
ミュニケーション能力、主体性・積極性、異文化理解の精神等を身
に付けて様々な分野で活躍できるグローバル人材の育成が重要であ
る。
このため、「社会を生き抜く力」の確実な養成を前提とし、英語を
はじめとする外国語教育の強化、大学生等の留学生交流・国際交流
の推進、大学等の国際化のための取組への支援を実施するととも
に、意欲と能力ある全ての日本の若者に、留学機会を実現させる。

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・国内大学の国際競争力を測定する指標の一つとして、在籍学生の
グローバル化を示す、大学間交流協定等によって海外派遣（学位取
得を目的とした教育又は研究等のほか、学位取得を目的としなくて
も単位取得が可能な学習活動等を含む）された日本人学生数を設
定。
増加することが望ましいことから、目標値は前年度以上とする。

【出典】
平成28～29年度協定等に基づく日本人学生留学状況調査
平成30～令和2年度日本人学生留学状況調査

①大学間交流協定
等に基づく日本人
学生の海外派遣数
（人）

前年度以上
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基準値 目標値
H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

4.4% 4.5% 4.6% 4.7% 4.8% 5.0%

年度ごとの
目標値

4.4% 4.5% 4.6% 4.7% 4.8%

基準値 目標値
H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

38,264 41,626 44,814 47,954 49,896 今後調査

年度ごとの
目標値

38,264 41,626 44,814 47,954 49,896

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・大学間の国際交流促進のため、大学等間交流協定数の増加を目指
す。

【出典】平成28～令和2年度大学における教育内容等の改革状況調査

④我が国の大学と
外国の高等教育機
関の交流協定数

前年度以上

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
・外国人教員比率を向上させ、大学の国際化を推進することで世界
水準の教育研究拠点の確立を目指す。そのため、組織の国際化指標
として代表的な外国人教員比率教員比率を測定指標とし、目標値は
前年度以上とする。

【指標の根拠】
・分母：教員数　分子：外国人教員数

【出典】平成28～令和3年度学校基本調査

③我が国の大学に
おける外国人教員
比率

前年度以上

スーパーグローバル大学創成支援事業
（平成26年度）

①～④ 0154 ― 

高等教育改革の総合的な推進等
（平成13年度）（再掲）

①～④ 0137 ― 

達成手段
（開始年度）

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

備考

大学の世界展開力強化事業
（平成23年度）

①～④ 0153 ― 

昨年度事前分析表からの変更点
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達成目標4
目標設定の
考え方・根拠

基準値 目標値
R2年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 ―

98.6% 95.0％ 94.0％ 98.9％ 98.6% 99.1%

年度ごとの
目標値

96.5% 96.5% 96.5% 96.5% 96.5%

基準値 目標値
― H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R8年度

― ― ― ― ― ―

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

事前・事後の評価の適切な役割分担に基づき、各大学の継続的な教育研究の質の
向上を図る。
【新経済・財政再生計画改革工程表2021関連：文教・科学技術分野➀少子化の進
展を踏まえた予算の効率化と教育の質の向上】

高等教育の質に着目する場合、事前評価としての行政による設置認
可と事後評価としての評価機関による第三者評価を言わば両輪とし
た、質の保証が必要であり、事前・事後の評価の関係については、
双方の適切な役割分担と協調を確保することが重要とされているた
め。

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
全ての国公私立の大学が政令で定める期間（大学等は７年以内、専
門職大学院は５年以内）ごとに適切に認証評価を受審し、適合認定
を受けていることを確認することで、大学における教育研究の質の
向上が図られているか確認できるため。

【出典】認証評価結果報告書

① 大学機関別認
証評価実施数にお
いて適合認定を受
けた大学の割合
（大学・短期大
学）

100%

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
複数併存・重複する大学評価制度の関係整理、効率化、客観的指標
に基づく、厳格な第三者による相対的かつメリハリある評価への改
善を図ることから、新経済・財政再生計画改革工程表2021KPIにおい
て、令和8年度に大学へ実施予定の調査で概ね「評価による無用な負
担が軽減された」との回答を得ることを目指し、目標を80%としたこ
とを踏まえ、設定。
※認証評価の制度改正は関係審議会の審議を経て行われる予定のた
め、制度改正後に現状値を調査
【新経済・財政再生計画改革工程表2021関連：文教・科学技術分野
➀少子化の進展を踏まえた予算の効率化と教育の質の向上】
【新経済・財政再生計画改革工程表2021のKPI】

【出典】文部科学省調べ

②「評価による無
用な負担が軽減さ
れた」と回答した
大学の割合（※）
【新経済・財政再
生計画改革工程表
2021関連：文教・
科学技術分野➀少
子化の進展を踏ま
えた予算の効率化
と教育の質の向
上】【新経済・財
政再生計画改革工
程表2021のKPI】

80.0%
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達成手段
（開始年度）

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

備考

高等教育改革の総合的な推進等
（平成13年度）（再掲）

① 0137 ―

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構運
営費交付金に必要な経費

（平成16年度）
【新経済・財政再生計画改革工程表2021関

連：文教・科学技術分野➀少子化の進展を踏
まえた予算の効率化と教育の質の向上】

【新経済・財政再生計画改革工程表2021の
KPI】

①② 0156

文部科学大臣から認証を受けた評価機関として、国公私立の大学及び高等専門学校
の教育研究、組織運営、施設整備の総合的な状況に関し、大学等からの求めに応じ
て、評価を行う。
【新経済・財政再生計画改革工程表2021関連：文教・科学技術分野➀少子化の進展
を踏まえた予算の効率化と教育の質の向上】
【新経済・財政再生計画改革工程表2021のKPI】

認証評価制度
（平成16年度）

【新経済・財政再生計画改革工程表2021改革
項目関連：文教・科学技術分野➀少子化の進
展を踏まえた予算の効率化と教育の質の向

上】
【新経済・財政再生計画改革工程表2021の

KPI】

①② ―

国公私の全ての大学、短期大学、高等専門学校は、定期的に、文部科学大臣の認証
を受けた評価機関（認証評価機関）による評価（認証評価）を受けることが義務付
けられている。
①大学等の総合的な状況の評価 （いわゆる機関別認証評価）
  大学等の教育研究、組織運営及び施設設備の総合的な状況について評価（7年以内
ごと）
②専門職大学院等の評価（いわゆる分野別認証評価）
  専門職大学院等の教育課程、教員組織その他教育研究活動の状況について評価（5
年以内ごと）
【新経済・財政再生計画改革工程表2021関連：文教・科学技術分野➀少子化の進展
を踏まえた予算の効率化と教育の質の向上】
【新経済・財政再生計画改革工程表2021のKPI】

昨年度事前分析表からの変更点
改革工程表の改訂による更新
集計の見直しによる目標値及び実績値の修正
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達成目標5
目標設定の
考え方・根拠

基準値 目標値
R2年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R7年度

990億 ― ― ― 990億 1,193億

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

基準値 目標値
R1年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R7年度

44.8% ― ― 44.8% 45.2% 45.6%

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

①国立大学法人の
寄付金収入
【新経済・財政再
生計画 改革工程
表2021KPI】

年平均5％
の増加

国立大学が確かなコスト意識と戦略的な資源配分を前提として経営的視点で大学
経営を行うことで経営力を強化する。
【新経済・財政再生計画改革工程表2021等に挙げられた取組に関連する達成目
標】

国立大学が確かなコスト意識と戦略的な資源配分を前提として経営
的視点で大学経営を行うことで経営力を強化することが求められて
おり、新経済・財政再生計画改革工程表2021においても少子化の進
展を踏まえた予算の効率化、国立大学への民間資金の導入促進及び
予算の質の向上・重点化について記載されている。

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
国立大学の経営力強化のためには、それぞれの大学が寄附金収入を
増加していくことが必要不可欠であることから、この測定指標を設
定した。また、目標値においては、前回のKPIの基準年度である2014
年度から2020年度にかけて国立大学法人の寄附金受入額は年平均
５％増加しており、引き続き寄附金の獲得の増加を目指していくこ
とが必要であり、【新経済・財政再生計画改革工程表2021KPI】にお
いても、国立大学法人の寄附金収入を2021年度から2025年度まで
に、年平均5％の増加を目標としていることを踏まえ、設定。

【出典】文部科学省調べ

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
学内における人事給与マネジメントを推進し、国立大学の経営力が
強化されることで、若手のテニュア教員等が増加すると考えられる
ことから、この測定指標を設定した。目標値においては、ポストド
クターがアカデミアでのキャリアを選択する場合には、遅くとも、
博士号取得後10年から15年頃までにテニュア等の安定的なポストに
就けるよう、計画的に若手研究者育成に取り組むことが推奨されて
いる。博士号取得10年目の者は、35～39歳の年齢層に属しているこ
とが想定されているため、このような若手がテニュア教員又はテ
ニュアトラック教員として安定的なポストを得られるようにしてい
くという考え方のもと、【新経済・財政再生計画改革工程表
2021KPI】において、研究大学における、35～39歳の大学本務教員数
に占めるテニュア教員及びテニュアトラック教員の割合を、2025年
までに2019年における割合の１割増とすることを目標としているこ
とを踏まえ、設定。

【出典】文部科学省調べ

②研究大学におけ
る、35～39歳の大
学本務教員数に占
めるテニュア教員
及びテニュアト
ラック教員の割合
【新経済・財政再
生計画 改革工程
表2021KPI】

48.3%
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基準値 目標値
R2年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R7年度

52.00% ― ― ― 52.00% 59.00%

年度ごとの
目標値

― ― ― ― ―

基準値 目標値
R2年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

37％ ― ― ― 37％ 77％

年度ごとの
目標値

― ― ― ― 37％

基準値 目標値
R1年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 毎年度

1億円あたり
約3.4本

― ―
1億円あたり
約3.4本

1億円あたり
約3.3本

1億円あたり
約3.7本

年度ごとの
目標値

― ― ―
1億円あたり
約3.4本

1億円あたり
約3.3本

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
運営費交付金の客観・共通指標を学内の戦略的な予算配分に活用す
ることで、国立大学法人の経営力強化につながると考えられるた
め、この測定指標を設定した。また、目標値においては、前年度活
用していなかった大学が、運営費交付金の客観・共通指標の実績を
学内の戦略的な予算配分に活用することが重要であり、かつ【新経
済・財政再生計画改革工程表2021KPI】において、運営費交付金の客
観・共通指標の実績を学内の戦略的な予算配分に活用する国立大学
の割合が毎年度前年度の実績を上回ることを目標としている事を踏
まえ、設定。

【出典】文部科学省調べ

④運営費交付金の
客観・共通指標の
実績を学内の戦略
的な予算配分に活
用する国立大学の
割合
【新経済・財政再
生計画 改革工程
表2021のKPI】

前年度実績
以上

測定指標
実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
「運営費交付金の客観・共通指標における運営費交付金等コスト当
たりTOP10％論文数」の値は、国立大学法人が確かなコスト意識を醸
成し、経営力を強化していくに応じて、大学の研究生産性が向上さ
れるものであると考えられるため、この測定指標を設定した。ま
た、目標値においては、【新経済・財政再生計画改革工程表
2021KPI】において、客観・共通指標における運営費交付金等コスト
当たりTOP10％論文数について、加重平均が前年度より増加すること
を目標としていることを踏まえ、設定。

【出典】文部科学省調べ

⑤客観・共通指標
における運営費交
付金等コスト当た
りTOP10％論文数
【新経済・財政再
生計画 改革工程
表2021のKPI】

加重平均が
前年度以上

実績値 測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠

【測定指標及び目標値の設定根拠】
国立大学法人の経営力強化のためには、法人業務の適切な執行を担
保し、運営状況の監査を行う監事が重要な役割を持っており、かつ
監事がこうした役割を十分に果たしていくためには、常勤化が必要
となるため、この測定指標を設定した。また、目標値においては、
常勤監事の重要性を鑑みれば、一部の大学ではなく全ての大学が常
勤監事を有するべきものであり、かつ、【新経済・財政再生計画改
革工程表2021KPI】において、監事を常勤化した国立大学法人の割合
を目標としていることを踏まえ、設定。

【出典】文部科学省調べ

100.00%

測定指標

③監事を常勤化し
た国立大学法人の
割合
【新経済・財政再
生計画 改革工程
表2021KPI】
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国立大学法人法の一部を改正する法律
(令和４年度)

③ ― ―

昨年度事前分析表からの変更点 令和３年度を目標値年度としていた測定指標を廃止し、新経済・財政再生計画改革工程表2021に設定されているKPIを指標として設定。

国立大学法人の運営に必要な経費
（平成16年度）

①②④⑤ 0160
新経済・財政再生計画改革工程表2021において、国立大学法人運営費交付金等につ
いて、ＰＤＣＡの確立、学内配分や使途等の見える化、戦略的な配分割合の増加が
記載されている。

国立大学改革・研究基盤強化推進事業
（平成24年度）

② 0155 ―

達成手段
（開始年度）

関連する
指標

行政事業レビュー
番号

備考
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